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監査の結果について 

 
 

 地方自治法第１９９条第１項及び第４項の規定による監査を寒川町監査基準に準拠し
て実施したので、同条第９項の規定により、その結果を次のとおり公表し、同条第１０
項の規定により、意見を提出します。 

  

  
 

 令和６年９月２５日 

 
 

                      寒川町監査委員 後 藤 雅 弘 

                         同    太 田 眞 奈 美 
                              

１ 監査の種類        
財務監査のうち定期監査 

 
２ 監査の実施期間        

令和６年８月５日から令和６年８月２０日まで 
 
３ 監査の対象部課等      

企画部 財政課、学び育成部 スポーツ課 
 

 ４ 監査の対象 
   令和５年度（令和５年４月１日から令和６年５月３１日まで）の財務及び事務の

執行状況。また、前回実施した監査以降の事務処理状況。 

 
５ 監査の着眼点（評価項目）    
・これまでの監査結果を踏まえ、留意事項等があった事務事業が改善されているか。 
・財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理、事務の執行が法令、規則等
に基づき適切に執行されているか。 

  ・公有財産が適切に管理されているか。 

・予算執行に対して効果的、効率的な事務が行われているか。 

・組織や運営の合理化が図られているか。 
などに着目して監査を実施した。 

 

６ 監査の実施内容    
予算執行、収入、支出などの会計事務処理、契約締結及び履行、事務事業の執行、

補助金事務の正確性や庶務事務の適否などについて、検査資料等の抽出検査のほか
ヒアリングを実施して検査を行った。 

 

７ 監査結果 

 
【企画部 財政課】 

令和５年度に係る財務及び事務事業の執行については、概ね適正に執行されてい
るものと認められた。なお、軽微な留意事項については、口頭で指導した。 

 【学び育成部 スポーツ課】 

令和５年度の旅費に不払いがあり、留意事項とした。 



重要物品であるスポーツマルチカウンター（2,027,685 円）を購入したが、備品
出納簿に記載がなく、重要物品に関する調書も会計管理者に提出されていなかった。
前回監査においても、編入した備品（重要物品を含む）について、編入手続きや重
要物品に関する調書が提出されていなかった事例があり指摘したが、今回の監査に
おいても改善されていないことから留意事項とした。 
なお、留意すべき事項については文書指導とし、その措置状況を求め、その他軽

微な留意事項については、口頭で指導した。 

 
 ８ 監査の結果に関する意見 

（１） 補助金について 

町は、寒川町野球協会に「寒川町スポーツ関係団体補助金交付要綱」に基づき８
０万円を交付し、同協会は、補助金を「球場維持管理経費」に充当し、公の施設で
ある「川とのふれあい公園野球場」の草刈り代等に支出している。 

令和４年度に実施した監査において、「川とのふれあい公園野球場」の草刈り等
を補助対象事業として補助金を交付していることは、同要綱の目的等に合致してお
らず、管理業務は町が行うべき業務であり、こうした業務に補助金を支出すること
は不適切であると指摘し、草刈り等を他の手段で実施する方法はあるのかなど検討
するよう意見した。 

しかし、その後も「川とのふれあい公園野球場」の維持管理業務を補助対象事業として
補助金を交付しているので、改めて、その妥当性及び今後の方向性を示されたい。 
  

８ 意見 

 
【企画部 財政課】 

（１） 今後の財政運営について 

今後、扶助費の増加や公共施設の老朽化への対応など、財政需要の増大が見込ま
れるが、引き続き、各種財政指標等を注視しつつ健全な財政運営に努めていただき
たい。 

 【学び育成部 スポーツ課】 
（１） 補助金について 

町は、寒川町野球協会に「寒川町スポーツ関係団体補助金交付要綱」に基づき８
０万円を交付し、同協会は、補助金を「球場維持管理経費」に充当し、公の施設で
ある「川とのふれあい公園野球場」の草刈り代等に支出している。 

令和４年度に実施した監査において、「川とのふれあい公園野球場」の草刈り等
を補助対象事業として補助金を交付していることは、同要綱の目的等に合致してお
らず、管理業務は町が行うべき業務であり、こうした業務に補助金を支出すること
は不適切であると指摘し、草刈り等を他の手段で実施する方法はあるのかなど検討
するよう意見した。 
しかし、その後も「川とのふれあい公園野球場」の維持管理業務を補助対象事業

として補助金を交付しているので、改めて、その妥当性及び今後の方向性を示され
たい。 

 

（２） 町営プール施設管理委託料について 

 昨年、財政的援助団体等監査の対象機関として、町営プール指定管理者を対象に
監査を行ったが、指定管理業務に係る収支の正確性が確認されないまま収支報告書
が提出さているなど経理業務に課題があり、早急に改善するよう指導した。 

 しかし、今回の監査においても、令和５年度の町営プール施設管理委託料に係る
実績報告書（財務関係書類）を調査したところ誤りがあり、指定管理者と調整中と
のことであった。 

 こうしたことが再発しないよう、指定管理者に対する指導を徹底されたい 
 

（３） 事務の執行体制について 



 今回の監査においても、財務事務等で不適切な事務処理が散見された。改めて、
事務の執行体制を検証するとともに、複数職員によるチェック等を徹底されたい。 
 また、近年、所管する指定管理施設の増加や、老朽化が進む施設・設備の大規模
修繕の対応などにより業務量が増加していると考えられる。 

   こうしたことも不適切な事務処理の原因となるので、現在の業務量を分析し、関
係課と調整を図るなど、適切な職員配置に努められたい。 

 


